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はじめに 

 
１．町政を取り巻く現状と課題 

 

（１）行政改革の沿革 

本町における行政改革は、昭和４５年の「中標津町行政能率化推進要綱」の施行によ

り第１次行政改革として始まり、現在の第７次行政改革まで続いています。 

   第１次から第３次の行政改革では、事務事業の見直し、組織機構の見直し、職員定数

の見直し、財政の健全化と効率化、民間活力の導入、町民との協働など、経営感覚や成

果を重視する視点に立った行財政改革を進め、行政サービスの向上に努めました。 

その後、これに続く新たな行政改革として平成１５年９月に「中標津町経営再生プロ

グラム」を策定し、第４次行政改革として平成１８年度まで、協働型総合行政システム

（小さな自治）を目指し、構造改革・歳出改革・意識改革を実施項目に取り組みました。 

   次の第５次行政改革では、平成１８年３月に策定した「中標津町新行政改革（集中改

革プラン）」により、第４次改革の「中標津町経営再生プログラム」の考え方を踏襲しな

がら、平成１７年３月に総務省より示された「地方公共団体における行政改革の推進の

ための新たな指針」に基づき、事務事業の見直し、組織機構の見直し、財政基盤の確立、

パートナーシップで進めるまちづくりの推進を柱として取り組みました。 

さらに、平成２３年度から５年間の取組となった第６次行政改革では、「中標津町行政

改革（経営戦略プラン）」に基づき、低迷する経済や雇用不安、税収の減少に伴う国・地

方の財政状況悪化、少子高齢化の進展を見据え、地方分権時代に対応するため限られた

行財政資源（ヒト・モノ・カネ・時間）を最大限活用するとともに、町民が主役であると

いう原点から町民との協働を進め、効果的・効率的な自立性の高い行政経営の確立とい

う課題解決を目指し取り組みました。 

そして、平成２８年度から現在に至る第７次行政改革では、第６次改革である「中標津

町行政改革（経営戦略プラン）」による改革の成果を持続しつつ、緊急課題である歳出改

革及び歳入確保のための集中した取組として、財政基盤の確立・事務事業の見直し・組織

機構の見直しを主要事項とした「第７次中標津町行政改革大綱」を策定し、取組を進めて

きました。 

これまでの行政改革の取組の中でも、平成１５年度から行われた国の「三位一体改革」

により地方交付税の大幅削減改革などが実施された「地方財政ショック」時には、４年間

に及ぶ職員人件費の独自削減をはじめ、退職者の不補充や減員採用、補助金の抜本的な

見直しなどに取り組み、安定した行政サービスを提供できる体制を維持してきたのです。 
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しかしながら、本町の財政状況は、町の発展とともに整備を進めてきた各種公共施設

等の老朽化による更新時期をむかえ、ここ数年、大規模な改築・整備事業が続いている状

況にあり、町の借入金（町債）の返済額である公債費の残高も増加に転じています。 

また、安心して住み続けるために必要不可欠な地域医療の確保や社会保障制度改革に

よる社会保障の充実のための財政需要も増大し、財政状況は一層厳しい状況にあります。 

 

・職員数の状況 （※公営企業会計・特別会計部門職員を除く）  

270 人（H16.4.1 現在）→ 209 人（H29.4.1 現在） 22.6％減少 

            ［ 204 人（ R2. 4.1 現在） 24.4％減少 ］ 
 

 

・町債現在高の状況 （※普通会計） 

15,876 百万円（H18 年度末）→18,330 百万円（H28 年度末）2,454 百万円増 

［ 18,852 百万円（Ｒ1 年度末）2,976 百万円増 ］ 

 

 

『中標津町行政改革の沿革』 

 年数 年 度 年月日 これまでの動き 

第１次 15 
S45～ 

S60 

S45 中標津町行政能率化推進要綱 

S45 中標津町行政能率化推進審議会設置 

S56.1.24 中標津町行政能率化推進委員会設置（要綱改訂） 

S60.1.10 中標津町行財政改革推進懇談会設置 

第２次 10 
S61～ 

H7 

S61.1.7 中標津町行財政改革推進本部設置 

S61.1.7 中標津町行政能率化推進委員会廃止 

S61 中標津町行財政改革大綱 

S62.2.5 中標津町行財政改革推進本部第 1・2 専門部会設置 

第３次 6 
H8～ 

H13 

H8.2.5 中標津町行政改革推進本部設置 

H8.2.22 中標津町行政改革推進本部第 1・2・3 専門部会設置 

H8.5.10 中標津町行政改革推進委員会設置 

H8.11.15 中標津町行政改革実施要綱 

H10.3.2 中標津町行政改革実施計画 

第４次 4 
H15～ 

H18 

H15.9 中標津町経営再生プログラム 

H16.5 中標津町経営再生プログラム実施計画 

第５次 5 
H18～ 

H22 

H18.3 中標津町新行政改革（集中改革プラン） 

H19.11 中標津町新行政改革（集中改革プラン）改訂 

第６次 ５ 
H23～ 

 H27 

H23.3 中標津町行政改革（経営戦略プラン） 

H24.6 中標津町行政改革（経営戦略プラン）改訂 
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（２）人口減少・少子高齢化の進展 

   本町の人口は、平成 2６年以降減少に転じており、その後も微減の状況が続いていま

す。また、年齢別人口割合においても、全国、全道に比べて若い町とはなっていますが、

年少人口・生産年齢人口の減少や老年人口の増加など少子高齢化に伴う人口構造の変化

に留意し、これ以上の人口減少に歯止めをかけるため、定住対策や交流人口の拡大に向

けた取組を進める必要があります。 

 

 

  ・人口増加のピーク 全 国：H20 年 中標津町：H26 年 

 

  ・生産年齢人口の割合（H27 年国勢調査）  全  国：60.0％ 

                       全  道：59.3％ 

                       中標津町：61.5％ 

 

  ・年少人口の割合（H27 年国勢調査）    全  国：12.5％ 

                        全  道：11.3％ 

                        中標津町：15.0％ 

 
 
 
 

２．今後の行財政運営の方向性 
 

（１）総合発展計画の着実な推進と新たな計画の策定に向けて 

本町では、平成２８年度より「第６期総合発展計画」の後期基本計画がスタートしてい

ます。また、平成２７年度には、人口減少や少子高齢化が進行する状況の中にあっても活

力を維持しながら発展を続けるために「中標津町まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策

定し、『あつまる・つながる・ひろがるまち』の実現に向け取組を進めています。 

さらに、事務事業評価などの内部評価や外部評価による行政評価制度を導入し、事務

事業の改善・見直しを常に意識する中で喫緊の課題に対応すべく、様々な施策を計画的

に進めるとともに、町民が主体的に行政運営に参加する協働を進め、効果的・効率的な行

政サービスの提供と財政基盤の確立を進めてきました。 

   第６期総合発展計画が令和２年度で終期を迎え、今後も確実に進行が予想される人口

減少や少子高齢化を乗り越え、令和３年度からとなる第７期総合計画のスタートを目指

さなければならないことから、前例にとらわれない新たな発想による改革を進めなけれ

ばなりません。 
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（２）限られた行財政資源の最大限の活用 

   厳しい財政状況の中にあっても、これまでの改革の成果を持続させ、財政規律を堅持

しつつ、人口減少・少子高齢化の進展などにより生じる様々な町政課題に的確に対応し

ていく必要があります。 

   このため、職員一人ひとりがコスト意識を持ち、限られた行財政資源（ヒト・モノ・

カネ・時間）を最大限に活用し、行政の総合力を発揮しつつ、行政サービスの質の維持

向上を図ることが求められます。 

 

（３）方針の決定 

   平成３０年度当初予算においては、歳入歳出収支不足調整額として財政調整基金及び

減債基金からの繰入額が、国の「三位一体改革」による地方交付税の大幅削減などが行

われた平成１６年度当初予算時の「５億９千６百万円」以来となる「５億６千７百万円」

にのぼりました。財政調整基金及び減債基金残高は令和２年度末で「５億４千４百万円」

まで減少していることから、今のままでは基金が枯渇し、いつ発生してもおかしくない

災害など不測の事態が起きた時の対応も含めてこれまで同様の行財政運営を維持してい

くことが困難な危機的状況が続いています。 

そのため、「中標津町行財政健全化緊急対策方針」を定め、安定し持続可能な財政基盤

の確立を図り、簡素で効果的・効率的な行政サービスの提供に取り組むとともに、町民と

行政がそれぞれの役割を果たしながら町政課題へ対応していくことを目指します。 

 

 

３．推進期間 
 

推進期間は、平成３０年度から令和３年度までの４年間とします。なお、本方針で示す

取組については、平成３０年度から実施可能なものより取り組むこととします。 

 

 

４．方針の位置づけ 
 

本方針は、平成２８年４月に策定した「第７次中標津町行政改革大綱」の改訂版として

位置づけるものとします。 

また、本町が事務局を担う一部事務組合をはじめ各特別会計、公営企業会計において

も適用するものとします。 
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第１ 行政改革の推進  

 

１．行政改革の取組の必要性 
 

本町は、行政改革の取組による改善・見直しを経て、現行の組織人員体制を基本とする

行財政資源のもと行政サービスを提供しています。 

しかしながら、現在国が進める「同一労働同一賃金」を柱とする「働き方改革」や全世

代型社会保障への大きな転換の重要な鍵と位置づける「教育の無償化」などを柱とした

「人づくり革命」と、さらに今後想定される地方財政改革など様々な社会経済情勢の変

化に対応しながら、引き続き質の高い行政サービスを提供していくためには、慣例や前

例にとらわれない意識のもと、より効果的・効率的な業務の遂行が求められます。 

 

 

２．行政改革の進め方 
 

   本町を取り巻く現状及び取組の必要性を踏まえ、以下の内容を重点として行政改革の

取組を進めます。 

 

（１）職員一人ひとりが自身の担う業務のあり方を常に問いかけ、知恵と工夫により改善・

見直しを続けるという意識を持つとともに、社会経済情勢の変化や多様化する町民ニ

ーズに対応できるよう、行政評価結果を踏まえながら組織機構改革も含めた業務全般

におけるスクラップ・アンド・ビルドを徹底します。また、行財政資源の適正配分に

努め、関連する施策については関係部局間で相互に連携して取り組むなど施策や事務

事業が常に効果的・効率的に執行されるようＰＤＣＡサイクルの強化による行政経営

の効率化に取り組みます。 

 

（２）質の高い行政サービスの提供や業務の一層の標準化・効率化を図るために、民間ノ

ウハウの活用や民間との連携・協力など民間活力の導入やＩＣＴ（情報通信技術）の

活用の推進に取り組みます。 

 

（３）「公共施設等総合管理計画」に基づき、公共施設等の集約や除却など適正な維持管理

を進め、町が保有する資産の有効活用を図り、特別会計のほか公営企業会計の経営の

健全化、債権管理の適正化に取り組みます。 
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第２ 財政健全化の推進  

 

１．町財政の現状 
 

   本町の財政状況は、各種公共施設等の老朽化による更新時期をむかえ、ここ数年大規

模な改築・整備事業が続いている状況にあり、事業実施時に発行した町債の償還に要す

る経費とともに少子高齢化の進展に伴う社会保障関係経費などの義務的経費が増加し、

財政力の弾力性を判断する「経常収支比率」は、平成２８年度決算で 94.9％となり全道

町村平均 83.5％と比較して財政の硬直化が進んでいます（令和元年度決算における経

常収支比率は町 94.8％、全道 92.5％）。自主財源の要となる町税収入は、給与所得の

増加や農業経営の安定化などにより僅かながら増加傾向にあるものの、一方で地方交付

税などが縮減するという構造的な歳入・歳出のギャップが生じる厳しい状況に陥ってい

ます。 

このような中、平成３０年度当初予算においては、財政調整基金及び減債基金からの

繰入により収支均衡を図る予算編成となっています。 

 

２．財政健全化に向けた取組の必要性 
 

   国は、「経済財政運営と改革の基本方針 2017（骨太方針）」の中で、「経済・財政再生

計画」で掲げた「財政健全化目標」である基礎的財政収支の黒字化と債務残高の対ＧＤ

Ｐ比の安定的な引下げを目指すとし、「経済再生なくして財政健全化なし」の方針のもと、

「デフレ脱却・経済再生」「歳出改革」「歳入改革」の３つの改革を確実に進めていく必

要があるとしています。 

   この「経済・財政再生計画」では、地方自治体についても国の取組と歩調を合わせて

徹底した歳出の抑制や債務の圧縮に取り組むことが求められており、本町においてもよ

り厳格に財政の健全化を進めていかなければなりません。 

   また、人口減少や少子高齢化の進展などの課題にも直面しており、こうした課題に取

り組んでいくためには、安定し持続可能な財政基盤の確立が不可欠です。 

   このため、町財政の健全化に向け、これまで取り組んできた行財政改革の成果を持続

しながら、町政課題に対する取組と財政規律との両立を図る必要があります。 

 

３．財政健全化に向けた進め方 
 

   町財政の現状及び取組の必要性を踏まえ、以下の内容を重点として財政の健全化に向

けた取組を進めます。 
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（１）厳しい財政状況を踏まえたうえで、費用対効果の検証・分析を行い、地域経済の状

況や雇用情勢などにも配慮しながら施策・事務事業の取捨選択やスクラップ・アンド・

ビルドを徹底するとともに、施策間連携や横断的な事業の推進にも努め、聖域なき歳

出の削減・効率化に取り組みます。 

  

（２）将来にわたり町の発展に不可欠な施策を着実に展開していくため、安定し持続可能

な財政基盤の確立に向けた歳入確保に取り組みます。 

  

（３）予算の効果的・効率的な執行や徹底した経費の節減を図ることにより、後年度の安

定した財政運営の確保上必要となる財政調整基金や減債基金の確保に向けて取り組み

ます。 

 

［主な取組内容］ 

区   分 主 な 取 組 内 容 

 

 

 

 

歳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出 

 

 

 

 

 

人 件 費 

 

 

 

 

○「第６次定員管理計画」に基づき、現行の組織規模を基本とした効

果的・効率的な組織機構体制の構築 

○国の基準に沿った給与体系の維持と総人件費の抑制の検討 

○特別職非常勤職員、臨時的任用職員の新たな仕組みへの移行に併

せた現任嘱託職員などの必要性の見直し 

扶 助 費 ○国・道の制度などに基づく適正化の取組の推進 

公 債 費 

 

 

○公債費圧縮のため、新規地方債（町債）の発行抑制［有期制度（緊

急防災・減債、公共施設等適正管理）に基づく大規模改修事業債及

び大規模教育施設改築事業債などを除き１０億円以内とする］ 

繰 出 金 ○国が示す繰出基準以外の繰出金の支出抑制 

投資的経費 

 

 

 

○経済情勢や雇用情勢などに配慮した公共事業費の一定額確保 

○限られた財源の中で効果的な整備と適切な維持管理の推進 

老朽化した施設・設備などについて長寿命化に配慮した計画的な

更新や維持管理 

そ の 他 

 

 

 

 

 

 

 

○事務事業の厳格な取捨選択や施策間連携・横断的事業の推進による

歳出の削減・効率化 

○事務事業の成果・効果について検証・分析し、スクラップ・アンド・

ビルドを徹底 

○「補助金等の見直しに係る指針」（令和２年９月策定）に基づく補

助金等の継続した見直し 

○慣例前例にとらわれることなく、新たな発想による事務事業の整理 

○年間を通じた経費の節減による財政調整基金・減債基金への積立 

○次期指定管理者協定に向けた制度及び負担金等の検討 
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歳 

 

 

入 

自 主 財 源  

 

 

○適切な債権管理と未収金の徴収強化 

○サービスコストに基づく受益者負担(使用料・手数料など)の見直し 

○「中標津町未利用財産利活用基本方針」（令和 2 年 10 月策定）に

基づく未利用財産の有効活用 

そ の 他 

 

 

○一般財源総額の安定的な確保に向けた取組（制度改正要望など） 

○各種制度に基づく補助金・交付金などの活用 

○後年度の財源措置を勘案した地方債（町債）の活用 

 

４．財政健全化に向けた目標 
 

  今後の町財政運営の健全化を着実に進めるため、次の目標を設定します。 

 

（１）収支均衡の財政運営 

   平成２９年度及び平成３０年度において、収支不足額が確実に増加している状況を踏

まえ、安定し持続可能な財政基盤を確立するため、本方針の推進期間を通じて歳出の削

減・効率化、歳入確保などに着実に取り組み、収支均衡が図られる持続可能な財政運営

を目指します。 

 

（２）健全化判断比率・資金不足比率の改善 

   「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」（以下、「健全化法」という。）に基づく、

地方公共団体の財政状況を客観的に表し、財政の早期健全化や再生の必要性を判断する

ための財政指標のうち、地方公共団体の財政規模に対する借入金（地方債）の返済額の

大きさを割合で表した「実質公債費比率」と借入金（地方債）や将来負担すべき負債な

どの現在抱えている残高の大きさを割合で表した「将来負担比率」については、平成２

８年度以降悪化している状況です。そのため、今後の大規模事業の実施に際し、これま

でと同様の進め方では、その状況が更に悪化することが予想されることから、悪化状況

の回避に向けて新規地方債（町債）の発行抑制などに取り組み、早期健全化基準を上回

ることのないよう町財政の健全化を堅持します。 

   なお、公立病院や水道などの公営企業会計において、公営企業の事業規模である料金

収入の規模に対する資金不足を指標化して経営状態の悪化の程度を表した「資金不足比

率」について、町立中標津病院事業会計においては、平成２８年度にその比率が 2.4%

となり、平成２９年度においても 10％を超える見込となっています。 

そのため、全ての会計の赤字額と黒字額を合算し地方公共団体としての赤字の大きさ

を財政規模に対する割合で表した「連結実質赤字比率」についても今後は留意が必要で

あり、早急な経営改善に取り組み、健全化判断比率・資金不足比率の改善を図ります。 
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 ［健全化判断比率・資金不足比率の状況］                （単位：％） 

区      分 基準値 
H27 

（2015） 

H28 

（2016） 

H29 見込 

（2017） 

健

全

化

判

断

比

率 

実 質 赤 字 比 率 

早期健全化基準 13.69 

‐ ‐ ‐ 

財政再生基準 20.0 

連結実質赤字比率 

早期健全化基準 18.69 

‐ ‐ ‐ 

財政再生基準 30.0 

実質公債費比率 

早期健全化基準 25.0 

8.6 8.9 10.3 

財政再生基準 35.0 

将 来 負 担 比 率 早期健全化基準 350.0 49.5 74.6 70.5 

資

金

不

足

比

率 

水 道 事 業 会 計 

経営健全化基準 20.0 

‐ ‐ ‐ 

町立中標津病院

事 業 会 計 
‐ 2.4 13.6 

簡 易 水 道 事 業  

特 別 会 計 
‐ ‐ ‐ 

下 水 道 事 業 

特 別 会 計 
‐ ‐ ‐ 

 

 

（３）財政調整基金の確保 

   財政調整基金は、経済事情の急激な変動などにより財源が著しく不足する場合や災害

により生じた経費又は減収補てんのほか、緊急に実施する必要がある大規模事業への対

応など歳出の増加や歳入の減少に備えて長期的視野に立った計画的な財政運営を行うた

めに一定程度の積立が必要となります。 

現在、平成２８年度末基金現在高の「１２億４千６百万円」から令和３年度末には   

「４億４千５百万円」まで減少する見込となっています。 

このため、後年度予算の財源確保として年間を通じた予算執行残などの財源を活用し

ながら、「健全化法」に定める地方公共団体の一般会計の赤字の程度を表す「実質赤字比

率」の早期健全化基準である標準財政規模（平成２９年度標準財政規模 8,256,173 千

円）の 13.69％相当額「１１億３千万円」の積立を目指します。 
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参考資料 １ 

◎歳入・歳出性質別内訳（普通会計）                  （単位：千円） 

区   分 

決  算 1 月末見込 予  算 

備     考 H28

（2016） 

H29

（2017） 

H30

（2018） 

地 方 税 3,110,832 3,029,233 3,126,636  

地 方 交 付 税 5,174,319 5,093,371 4,959,253 ※臨時財政対策債含む 

地 方 譲 与 税 211,536 204,000 221,000  

そ の 他 交 付 金 513,660 531,000 607,000  

分 担 金 ・ 負 担 金 191,613 172,073 259,008  

使 用 料 ・ 手 数 料 345,622 348,242 318,983  

国 ・ 道 支 出 金 3,104,405 2,858,233 1,895,585  

地 方 債 （ 町 債 ） 1,840,400 1,143,800 1,425,700 ※臨時財政対策債除く ※町債発行額 

 有 期 制 度 分 ‐ 70,800 257,800 ※緊急防災減災・公共施設等適正管理 

そ の 他 793,200 1,158,885 995,344  

歳入合計  (A) 15,285,587 14,538,837 13,808,509  

人 件 費 1,901,699 1,992,919 1,982,029 ※独自削減１％影響額 24,555千円（医師除く） 

 議 員 報 酬 62,018 65,402 65,402  

特 別 職 給 33,286 36,467 36,424 ※町長・副町長△10％(1 ｹ月) 

委 員 等 報 酬 131,519 131,309 134,569  

扶 助 費 1,142,903 1,196,670 1,112,832  

公 債 費 1,496,183 1,588,052 1,606,024  

 元 金 1,325,752 1,430,759 1,454,021  

利 子 170,431 157,293 152,003  

物 件 費 2,044,664 2,148,421 2,121,628  

維 持 補 修 費 294,360 293,045 246,010  

補 助 費 等 1,777,966 1,851,201 2,027,512  

普 通 建 設 事 業 費 3,571,688 2,504,193 2,052,515  

繰 出 金 2,588,126 2,771,004 2,455,640  

 病院 事 業会計 1,528,565 1,590,843 1,441,373  

そ の 他 1,059,561 1,180,161 1,014,267  

そ の 他 186,518 193,332 204,319  

歳出合計  (B) 15,004,107 14,538,837 13,808,509  

収  支  (A)-(B) 281,480 0 0  

収 支 不 足 調 整 額 ‐ 365,000 567,000  

※ただし、H29 年度病院事業会計への繰出金については３月補正後見込で調整 
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参考資料 ２ 

◎公債費残高及び償還金（元金）の推移（見込）            （単位：百万円） 

区  分 

H29 

（2017

） 

H30 

（2018

） 

H31 

（2019

） 

H32 

（2020

） 

H33 

（2021

） 

H34 

（2022

） 

H35 

（2023

） 

H36 

（2024

） 

備  考 

借 入 額 1,528 2,137 1,944 1,928 2,007 2,045 1,395 1,410 ※通常債のうち

［350］は 

臨時財政対策債 

 

※H37（2025）以降

は通常債分のみ

で試算 

  ↓ 

 通 常 債  1,384 1,350 1,350 1,350 1,350 1,350 1,350 

有期制度債  258 368 206 34    

大規模事業  495 226 372 623 695 45 60 

償 還 額 1,419 1,442 1,548 1,586 1,591 1,672 1,757 1,871 
※償還額のピーク

は H40（2028）

で［1,937］ 

年 度 末 残 高 18,279 18,974 19,370 19,712 20,128 20,501 20,139 19,678  

※有期制度債＝緊急防災・減災事業債及び公共施設等適正管理推進事業債 

 

 

 

 

参考資料 ３ 

◎財政調整基金及び減債基金残高の推移                 （単位：百万円） 

区   分 
 H25 

（2013） 

 H26 

（2014） 

 H27 

（2015） 

 H28 

（2016） 

 H29 

（2017） 

  H30 

（2018） 
備  考 

財 政 調 整 

基 金 

積立額 322 267 27 72 29 22  

繰入額 201 720 0 2 200 400  

残 高 1,602 1,149 1,176 1,246 1,075 697 
※最低限目標 

 ［1,130］ 

減 債 基 金 

積立額 0 0 1 0 0 0  

繰入額 7 7 37 5 170 167  

残 高 653 646 610 605 435 268  

財源不足額調整財源 2,255 1,795 1,786 1,851 1,510 965  
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参考資料 ４ 

◎特別会計及び公営企業会計に対する繰出金の状況             （単位：千円） 

区  分 
H25 

（2013） 

H26 

（2014） 

H27 

（2015） 

H28 

（2016） 

H29 見込 

（2017） 

H30 

（2018） 

町営牧場特別会計 16,079 5,694 7,697 23,927 11,551 13,595 

 

公 債 費 15,881 12,387 13,534 13,537 13,583 13,703 

赤 字 補 て ん 198 ▲6,693 ▲5,837 10,390 ▲2,032 ▲108 

国民健康保険事業特別会計 196,576 201,734 246,628 227,048 218,121 213,368 

 

経 常 繰 出 148,978 157,379 165,989 155,709 151,239 150,495 

臨 時 繰 出 47,598 44,355 80,639 71,339 66,882 62,873 

後期高齢者医療特別会計 69,571 73,772 76,408 74,740 76,595 86,161 

 

経 常 繰 出 69,571 73,772 76,408 74,740 76,595 86,161 

臨 時 繰 出 0 0 0 0 0 0 

介護保険事業特別会計 212,873 224,678 223,050 231,544 248,633 251,969 

 

経 常 繰 出 212,873 224,678 223,050 231,544 248,633 251,969 

臨 時 繰 出 0 0 0 0 0 0 

下水道事業特別会計 383,330 304,736 337,788 288,081 384,663 387,070 

 

繰 出 基 準 359,034 286,780 323,278 276,156 266,615 293,988 

基 準 外 繰 出 24,296 17,956 14,510 11,925 118,048 93,082 

簡易水道事業特別会計 42,670 55,507 73,620 72,184 73,851 75,699 

 

繰 出 基 準 32,888 41,881 54,067 53,517 55,295 57,557 

基 準 外 繰 出 9,782 13,626 19,553 18,667 18,556 18,142 

町立中標津病院事業会計 1,358,220 1,527,586 1,598,732 1,528,565 1,590,843 1,441,373 

 

繰 出 基 準 1,137,567 1,220,853 1,218,269 1,268,302 1,309,136 1,312,750 

基 準 外 繰 出 220,653 306,733 380,463 260,263 281,707 128,623 

 


